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■ 会社概要（２０１０年３月末現在）

・ 創業 １８７７年（明治１０年）４月
・ 設立 １９４１年（昭和１６年）１２月
・ 本店所在地 甲府市丸の内１丁目２０番８号
・ 資本金 １５４億円
・ 従業員数 １，６５９人
・ 営業店舗数 本支店・出張所９１

（山梨県内７６、東京都内１５）
海外駐在員事務所１（香港）

当行は、地域に根ざし、地域社会の繁栄と経済発展に寄与するとともに、お客さまから信頼して　

いただける健全な経営姿勢を堅持し、経営内容の充実に努めてまいります。

本店

「地域密着と健全経営」

＜経営理念＞

当行プロフィール当行プロフィール
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Ⅰ　Ⅰ　平成２１年度平成２１年度 決算概要決算概要
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平成２１年度損益概況平成２１年度損益概況

経　
　

費

（億円） 前期比

人件費 148 0

物件費 121 5

税金 13 1

283 6経費

22/3期

役
務
取
引
等
利
益

（億円） 前期比

役務取引等収益 66 2

投資信託 6 1

個人向け国債 0.4 △ 0.4

生命保険 5 3

その他 54 △ 2

役務取引等費用 21 0

44 2役務取引等利益

22/3期

資

金

利

益　

（
差
異
要
因
）

（億円、％） 残高要因 利回り要因

資金運用収益 406 △ 36 ( △ 8.1 ) 7 △ 43

貸出金利息 280 △ 35 ( △ 11.1 ) △ 9 △ 26

有価証券利息 123 5 ( 4.2 ) 12 △ 7

ｺｰﾙﾛｰﾝ 等 2 △ 6 ( △ 75.0 ) 0 △ 6

資金調達費用 39 △ 27 ( △ 40.9 ) 1 △ 28

預金等利息 37 △ 22 ( △ 37.2 ) 1 △ 23

ｺｰﾙﾏﾈｰ 等 2 △ 5 ( △ 71.4 ) 0 △ 5

366 △ 10 ( △ 2.6 ) ― ―

前期比（増減率）22/3期

資金利益

21/3期 22/3期

経　常　収　益 537 508 △ 29 ( △ 5.4 )

業 務 粗 利 益 383 420 37 ( 9.6 )

資金利益 376 366 △ 10 ( △ 2.6 )

役務取引等利益 42 44 2 ( 4.7 )

 その他業務利益 1 1 0 ( 0.0 )

 コア業務粗利益 421 412 △ 9 ( △ 2.1 )

国債等債券関係損益 △ 38 7 45 ( - )

277 283 6 ( 2.1 )

- △ 3 △ 3 ( - )

105 140 35 ( 33.3 )

143 129 △ 14 ( △ 9.7 )

△ 44 △ 81 △ 37 ( - )

うち不良債権処理額（△） 3 72 69 ( 2,300.0 )

うち株式等関係損益 △ 29 △ 10 19 ( - )

60 58 △ 2 ( △ 3.3 )

12 △ 0 △ 12 ( △ 100.0 )

うち貸倒引当金取崩益 13 - △ 13 ( △ 100.0 )

72 58 △ 14 ( △ 19.4 )

0 17 17 ( - )

12 13 1 ( 8.3 )

60 27 △ 33 ( △ 55.0 )

前期比（増減率）（億円、％）

コア業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

経　費（△）

業 務 純 益

当 期 純 利 益

臨 時 損 益

経 常 利 益 

特 別 損 益

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税（△）

法人税等調整額（△）
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3,372 3,438
3,488 3,584

3,634

2,0631,286 1,279
1,178 1,265

1,036

18,002
17,22617,04916,59516,350

2,077 2,103
2,112 2,087

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

（億円）

15,929 16,231 16,806 17,231 17,469

4,963 5,038
4,889 4,690 4,811

2,197
2,148

2,135 2,243
2,456

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

（億円）

マーケット別残高推移　預金残高推移

預金の状況預金の状況

国中地域

西東京
ﾌﾞﾛｯｸ

合 計

個 人

法 人

合 計

地公体等

24,738
23,417

県内預金シェア推移

東京ﾌﾞﾛｯｸ
23,089

23,830

44.4 44.9 45.8 46.4 47.2

7.7 7.6 7.3
7.6

33.4 32.8 31.7 30.9 30

13 13.2 13.4 13.2 13.2

2

7.8

1.5 1.5 1.6 1.7

0%

50%

100%

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

ゆうちょ銀行
を除く

当　行

信金･信組

大手行

24,164

24,164

24,738

23,417

23,830
23,089

郡内地域

+776

+50

△24

△229

+574
(+2.3%)

+238

+121

+213

+574

+0.8

△0.2

△0.9

0 その他

ＪＡ
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貸出金残高推移

9,135
8,936 8,946

3,992
4,070

2,3162,2501,672 2,187 2,426

9,206 8,804

3,976
3,910

4,053

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

（億円）

1,413 1,361
1,292 1,239 1,199

2,872 2,956 3,056
3,611

1,237 1,572 1,594
1,017

983

7,8757,9007,447 7,360 7,648

1,834 1,5971,664
1,9431,830

3,375

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

（億円）

マーケット別残高推移　

貸出金の状況貸出金の状況

国中
地域

西東京
ﾌﾞﾛｯｸ

合 計
個 人

事業先

国・
地公体

合 計

15,194

15,194 15,03115,425

県内貸出金シェア推移

東京
ﾌﾞﾛｯｸ

15,425 15,434

37.2 37.1 38.1 38.8 39.0

8.8 8.8 9.0 9.3 9.2

39.0 38.5 36.7 35.4 35.1

5.8 6.4 7.2 7.4 7.4

9.2 9.2 9.0 9.1 9.3

0%

50%

100%

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

15,031

15,434

本部所管
貸出金

（注）本部所管貸出は、財務省向け貸出、ローン・パーティシペーションおよび譲受債権等をいう

14,800

14,800

△25

△403
（△2.6％）

△34

△236

△67

郡内
地域

△40

+66

△402

△66

△403

+0.2

△0.1

△0.3

0

+0.2

当　行

信金･信組

大手行

政府系他

ＪＡ
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122 122

123

121

118
1.25

1.42

1.44

1.32

1.43

115

116

117

118

119

120

121

122

123

124

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

1.2

1.25

1.3

1.35

1.4

1.45

1.5

利息配当金

利回り（右軸）

有価証券残高（時価評価前）の推移 有価証券利回り・利息配当金の推移

4,205 4,067
3,654 3,439

4,689

1,603 1,573
1,603

1,602

1,682

990 1,184 1,803
2,859

3,015

496 530 504

499

521

669

305

578
577

258

24

157

174
180396

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

（億円）

8,108

（％）

国債

地方債

社債

株式

投信等

外債

有価証券の状況有価証券の状況

8,324

8,864

10,192

うち変動
利付国債
686億円

うち変動
利付国債
686億円

うち変動
利付国債
686億円

うち変動
利付国債
685億円

+1,327
(+14.9%)

+1,249

+79

+156

+22

△47

△133

合計

円貨債券修正デュレーションの推移

3.9

3.1 3.1

3.4

3.7

2.5

3

3.5

4

4.5

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

（億円）

うち変動
利付国債
796億円

8,361
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評価損益の推移

691

87 150

29

260

118
46

648

7

89

173

63

-45 -27

0

-200

0

200

400

600

800

1,000

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

（億円）

805

投信

有価証券の状況有価証券の状況

380

82

292

債券

うち変動利付国債

△2億円

株式

+210
（+256.0%)

+27

+110

+72

合計

国債等債券関係損益の内訳

21/3 22/3 増減

 国債等債券関係損益 △ 38 7 45

  うち国債等債券売却益 9 10 1

 うち国債等債券売却損（△） 28 3 △ 25

  うち国債等債券償却(△） 19 0 △ 19

株式等関係損益の内訳

21/3 22/3 増減

 株式等関係損益 △ 29 △ 10 19

  うち株式等売却益 13 11 △ 2

  うち株式等売却損（△） 3 0 △ 3

  うち株式等償却(△） 39 21 △ 18

（億円）

（億円）

733
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39 40 40 38 38

20 19 18
17 16

12
18

13
8 11

12.55%
12.95%

11.20%

11.19%
10.64%

0

20

40

60

80

100

120

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

(億円)

78

役務収益の状況役務収益の状況

71

※　役務利益率＝役務取引等利益÷業務粗利益

66

0

役務利益率

＋3

△1

＋2
(+3.1%)

4,480百万円
42,070百万円

合　計

内国為替振込

貸金庫･ATM
･口座振替ほか

投信･生命保険
･個人向け国債

71

64

役務取引等収益・役務利益率推移

382

441

269

103

200

133

134

116

160

78

102

92

52

59

163

0

100

200

300

400

500

600

700

800

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

(億円)

投信・個人向け国債・生命保険販売額推移

投資信託
販売額

個人向け国債
販売額

生命保険
販売額

△82

＋97

＋104

617

667

437

322

441

＋119
（＋36.9%）

合　計
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金融再生法開示債権額・比率の推移

金融再生法開示債権の状況金融再生法開示債権の状況

207 167

501

434

489

353
331

231

194 278

276
293

3173 14

4.24%

5.39%
5.16%

6.26%

4.21%

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

(億円)

638

940

841

破産更生等
債権

要管理債権

危険債権

不良債権比率

662

△0.03Ｐ

△24
（△3.6%）

不良債権合計

部分直接償却を
実施した場合

3.06％

部分直接償却を
実施した場合

3.06％

不良債権比率

△17

△22

＋17

638億円
1兆5,157億円

795

金融再生法開示債権の保全状況

貸倒引当金

担保・保証等

貸倒引当金

担保・保証等

担保・保証等

貸倒引当金

要管理債権

(億円） (億円）

293

101

192

6
14

1

256

61

開示債権 保全状況 保全率

100%

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

96.02%

危険債権

54.04%

要管理債権

保全率

96.92%

保全率

96.92%
638 618

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

貸倒引当金

担保・保証等

貸倒引当金

危険債権

331

危険債権

担保・保証等

662億円
1兆5,592億円
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11.99%

14.23%

15.14%

13.11%
13.64%

11.40%

12.53%
12.82%

14.54%

10%

11%

12%

13%

14%

15%

16%

17%

19/3 20/3 21/3 22/3

※TierⅠ：自己資本のうち、資本金・資本剰余金・利益剰余金・優先株式・優先出資証券等

自己資本比率の推移 自己資本額の内訳

（単位：億円）

 信用リスク 標準的手法

 オペレーショナルリスク 粗利益配分手法

新ＢＩＳ採用手法

自己資本比率の状況自己資本比率の状況

自己資本比率

TierⅠ比率

コアTierⅠ
比率

＋0.91Ｐ

22/3期 前期比

TierⅠ（基本的項目） (A) 1 ,423 16

うちコアTierⅠ 1,423 101

うち繰延税金資産の純額 - △ 84

うち優先株式・優先出資証券 - -

TierⅡ（補完的項目） (B) 58 △ 3

うち一般貸倒引当金 58 △ 3

控除項目 (C) - -

自己資本額          (A)+(B)-(C) 1 ,481 13

リスク・アセット等 9,782 △ 530
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ⅡⅡ　平成２２年度業績予想　平成２２年度業績予想
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平成２２年度損益予想平成２２年度損益予想

配

当

21/3期 22/3期予定 23/3期予定

6.00円 6.00円 6.00円１株当たり配当金（年間）

経　
　

費

（億円） 前期比

人件費 170 22

物件費 119 △ 2

税金 13 0

304 21経費

23/3期
（予想）

役
務
取
引
等
利
益

（億円） 前期比

役務取引等収益 71 5

投資信託 9 3

個人向け国債 0.5 0.1

生命保険 7 2

その他 54 0

役務取引等費用 22 1

49 5役務取引等利益

23/3期
（予想）

資

金

利

益　

（
差
異
要
因
）

（億円、％） 残高要因 利回り要因

資金運用収益 399 △ 7 ( △ 1.7 ) 7 △ 14

貸出金利息 275 △ 5 ( △ 1.7 ) 6 △ 11

有価証券利息 122 △ 1 ( △ 0.8 ) 6 △ 7

ｺｰﾙﾛｰﾝ 等 1 △ 1 ( △ 50.0 ) 0 △ 1

資金調達費用 26 △ 13 ( △ 33.3 ) 0 △ 13

預金等利息 24 △ 13 ( △ 35.1 ) 0 △ 13

ｺｰﾙﾏﾈｰ 等 1 △ 1 ( △ 50.0 ) 0 △ 1

373 7 ( 1.9 ) ― ―資金利益

前期比（増減率）
23/3期
（予想）

22/3期 23/3期(予想）

 経 常 収 益 508 500 △ 8 ( △ 1.5 )

業 務 粗 利 益 420 424 4 ( 0.9 )

資金利益 366 373 7 ( 1.9 )

役務取引等利益 44 49 5 ( 11.3 )

その他業務利益 1 1 0 ( 0.0 )

412 424 12 ( 2.9 )

7 - △ 7 ( △ 100.0 )

283 304 21 ( 7.4 )

△ 3 4 7 ( - )

129 120 △ 9 ( △ 6.9 )

△ 81 △ 62 19 ( - )

72 49 △ 23 ( △ 31.9 )

△ 10 △ 6 4 ( - )

58 53 △ 5 ( △ 8.6 )

27 33 6 ( 22.2 )

国債等債券関係損益

 コア業務粗利益

うち株式等関係損益

（億円、％） 前期比（増減率）

当 期 純 利 益

コア業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

経　費 （△）

臨 時 損 益

経 常 利 益 

うち不良債権処理額（△）

22/3期末 23/3期末（想定）

日経平均株価 11,089 円 10,000 円
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コア業務粗利益・コア業務純益の状況・見通しコア業務粗利益・コア業務純益の状況・見通し

378 386 376 366 373

55
42

44
49

259 263 277 283
304

177 173 143 129
120

49
1

1
1

11

0

100

200

300

400

（億円）

※ コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券関係損益

※ コア業務純益＝コア業務粗利益－経費

421
412

424
436 437

+21

+5

△9

+7

+12
(+2.9%)

１９/３ ２０/３ ２１/３ ２２/３ ２３/３

計 画

資金利益

役務取引等
利益

経費

コア業務
純益

その他
業務利益

コア業務
粗利益
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3,466
3,524 3,639

3,703 3,776

2,134876
748

709
693

747

18,07117,77617,27216,97616,594

2,095
2,140

2,130
2,079

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

19/3 20/3 21/3 22/3 23/3

（億円）

16,090 16,543 17,114 17,443 17,890

4,689
4,698

4,559
4,665

4,706

2,253
2,148

2,078
2,143

2,131

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

19/3 20/3 21/3 22/3 23/3

（億円）

マーケット別残高（平残）　預 金 平 残

預金計画預金計画

国中地域

西東京
ﾌﾞﾛｯｸ

合 計

個 人

法 人

合 計

地公体等
東京ﾌﾞﾛｯｸ

24,729

23,390
23,751

24,252

23,033

郡内地域

+295

+73

+55

+54

+477
(+1.9%)

+447

△12

計画

24,729

23,390
23,751

24,252

23,033

+477
(+1.9%)

計画

+41
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貸出金平残

1,403 1,323
1,263 1,211

1,215

2,898 2,916
3,323 3,456

3,459

1,281 1,437
1,481 930

937

7,3487,0987,038 7,549 7,821

1,811 1,904 1,613
1,654

1,778

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

19/3 20/3 21/3 22/3 23/3

（億円）

マーケット別残高（平残）　

貸出金計画貸出金計画

3,947 3,977 3,935 3,881

8,584 8,450 8,719 8,522 8,661

1,902 2,253
2,540

3,964

2,359
2,464

0

2,000

4 ,000

6 ,000

8 ,000

10 ,000

12 ,000

14 ,000

16 ,000

19/3 20/3 21/3 22/3 23/3

（億円）

国中
地域

西東京
ﾌﾞﾛｯｸ

合 計

東京
ﾌﾞﾛｯｸ

14,433
14,680

15,195

郡内
地域

15,089

計画

事業性
貸出

個人
ローン

本部所管
貸出金

14,762

+272

+3

+41

+4

+7

+327
（+2.2%)

+83

+105

（注）本部所管貸出は、財務省向け貸出、ローン・パーティシペーションおよび譲受債権等をいう

合 計

14,433
14,680

15,195 15,089
14,762

国および
地公体等

+139

+327

計画
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有価証券平残

1,833
1,856

1,873

3,216

3,266

164

3,609 3,929
4,491

2,337

528

496

520

228

491

254
113

14

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

21/3 22/3 23/3

（億円） 10,395 合計

国債

株式

外債

計画

有価証券運用計画有価証券運用計画

投信等
9,867

+528
(+5.3%)

+17

+50

+24

△26

地方債

社債

+562

△99

8,963

451

871 913
1,092 1,165

324
436

294

442

307

477

1,003 934
294

197

186

8

37

64

43

23

-2

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

1年以下 1年超～3年以下 3年超～5年以下 5年超～7年以下 7年超～10年以下 １0年超

-50

-30

-10

10

30

50

70

社債

地方債

国債

評価損益（右軸）

円貨債券の残存期間別残高・評価損益

（億円）

（億円）
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利回り･利鞘の状況・見通し利回り･利鞘の状況・見通し

0.100.15
0.24

0.24

0.09
0.010.02

1.23

1.161.161.121.15 1.15 1.12

0.49
0.58

0.66

0.790.760.730.76

1.82
1.90

2.07
2.15

1.96
1.90

1.94

1.17

1.25
1.29

1.37
1.321.291.28

0.21
0.27

0.33

0.440.44
0.390.40

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3

(％)

計画

△0.08Ｐ

+0.07Ｐ

△0.08Ｐ

△0.09Ｐ

△0.06Ｐ

△0.05Ｐ

貸出金(円貨)
利回り

有価証券
(円貨)利回り

経費率

預貸金利鞘

総資金利鞘

預金(円貨)
利回り
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金融商品の販売計画金融商品の販売計画

投資信託の残高・手数料推移 生命保険の販売額・手数料推移個人向け国債の残高・手数料推移

1,058

665

823
884

916
996

523

620

1,290

902

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

19/3 20/3 21/3 22/3 23/3

0

300

600

900

1,200

1,500

残高 手数料収入

（左軸；残高 億円） （右軸；手数料 百万円）

計画

1,240

952

1,040

1,214
1,170

50

70

42

82

62

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

19/3 20/3 21/3 22/3 23/3

0

50

100

150

残高 手数料収入

（左軸；残高 億円） （右軸；手数料 百万円）

215

59

163

52

92

365

216 234

474

707

0

30

60

90

120

150

180

210

19/3 20/3 21/3 22/3 23/3

0

200

400

600

800
（左軸；販売額　億円） （右軸；手数料　百万円）

手数料収入
（百万円）

残高（億円）

手数料収入
（百万円）

残高（億円）

手数料収入
（百万円）

販売額
（億円）

手数料収入販売額

+282

+235

+26

+8

+233

+52

計画計画計画
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経費とＯＨＲの状況・見通し経費とＯＨＲの状況・見通し

143 144 148 148
170

121
119

103 107 116

13

11 12
12 13

71.71%

59.38% 60.31%

65.95%
68.60%

0

100

200

300

400

19/3 20/3 21/3 22/3 23/3

（億円）

※ ＯＨＲ＝経費÷コア業務粗利益
　　コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券関係損益

263
277

283

計画

＋21
(+7.4%)

0

△2

+22

ＯＨＲ
＋3.11Ｐ

30,445百万円
42,454百万円

税　金

合　計

物件費

人件費

259

304

28,326百万円
41,291百万円
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与信コストの状況与信コストの状況・見通し・見通し

与信コスト・与信費用比率の推移

161

288

43 51 51

135

53
69

△9

4 9
22 21

29

0.35%
0.47%

-0.06%

1.25%

2.23%

0.03%

0.07%
0.31% 0.36% 0.37%

0.16% 0.15% 0.20%

0.92%

-50

0

50

100

150

200

250

300

10/3 11/3 12/3 13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3

（億円）

与信費用比率＝与信コスト÷貸出金平残
与信コスト＝一般貸倒引当金繰入＋個別貸倒引当金繰入＋貸出金償却
　　　　　　　　＋債権売却損＋その他

与信費用比率

与信コスト

計画

69億円
1兆4,762億円

53億円
1兆5,089億円

△16 
(△23.1%)

△0.12Ｐ
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ⅢⅢ　山梨県経済の動き　山梨県経済の動き
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山梨県の経済山梨県の経済 ①①景気景気動向・経済活動別総生産動向・経済活動別総生産

△ 80

△ 70

△ 60

△ 50

△ 40

△ 30

△ 20

△ 10

0

10

20

30

40

50

18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 21/9 22/3 6(予測）
「日本銀行甲府支店」

25.8 24.1

5.7 7.2

14.4 13.0

5.1 7.3

8.6
14.81.6

2.2
7.3

6.7

29.4
23.1

2.2 1.6

山梨県 全国

農林水産業・鉱業

製造業

建設業

電気・ガス・水道業

卸・小売業

金融・保険業

不動産業

運輸・通信業

サービス業

「県民経済計算年報」 「国民経済計算年報」

（平成19年度）

△13　製造業
△18　全産業
△22　非製造業

　　　　日銀短観業況判断D.I.(山梨県内）　　　 　　　　経済活動別総生産(産業部門=100）　　　

食料品製造
ほか
34.2%

電気機械
14.5%

電子部品
12.6%

情報通信
機械ほか
22.5%

生産用
機械
16.1%

県内製造品出荷額の割合

IT関連などの機械工業が集積

（単位：％）

（平成20年度）

△21

△22

△23
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山梨県の経済山梨県の経済 ②ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ産業・新産業の創造②ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ産業・新産業の創造

品　　          目 出荷額 全国シェア 順位

  果実酒（ワイン等） １４７億円 ２８．９％ １位

  貴金属・宝飾 ３９９億円 ２９．５％ １位

  ウェーハプロセス（電子回路形成）用処理装置 １，６８９億円 １８．５％ １位

  ミネラルウォーター １９９億円 ２２．２％ １位

  その他の産業用ロボット ５２５億円 １３．８％ ２位

  フラットパネル・ディスプレイ製造装置 ６４９億円 ９．１％ ３位

  半導体製造装置部品 ３４０億円 ５．８％ ３位

山梨県の全国上位の生産品目　（平成１９年）

　
製造品出荷額
全国順位

リーディング産業

昭和２５年 ４０位 繊維

昭和４５年 ４０位 繊維

平成  ２年 ３３位 電気機械

平成２０年 ３３位 生産用機械

山梨県のリーディング産業の変遷　　　

クリーンエネルギー開発

・ 「薄膜系太陽電池製造装置」
　量産開発
　 ・「東京ｴﾚｸﾄﾛﾝ」・「ｼｬｰﾌﾟ」

「山梨燃料電池実用化推進会議」
　・県内外の大学や大手自動車メーカー
　　など30団体が参加
「山梨大学｣
　・燃料電池実用化に向けた世界最先　
　　端の基礎研究
　・事業費７０億円
　・世界最高水準の実験設備

燃料電池

太陽光発電

・太陽光発電の実証研究
　　　　　　　　　　　　（北杜市）
　・NEDOからの委託事業

・国内内陸部最大級の太陽光発電所
　・平成24年（2012年）1月営業開始
・最高出力：約1万kw
　 年間発電量：約1,200万kw
・山梨県・東京電力共同事業

　　　　新産業の創造

　-自動車業界の動き-

・トヨタ、日産、ホンダ
　燃料自動車走行実証プロジェ　
　クトに参加
・トヨタ
　平成27年（2015年）頃までに　　
　燃料電池車を商用化する方針

　　山梨大学燃料電池　　　
　　ナノ材料研究センター

太陽光発電所完成予想図

「経済産業省　平成19年工業統計表　品目編」

「山梨県　工業統計調査」
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山梨県の経済山梨県の経済 ③③高速交通網の整備高速交通網の整備

　〇リニア中央新幹線
・平成39年（2027年）開業予定

　　　 ・山梨県内にリニア駅ができた場合の経済効果 （山梨県の試算）

県内産業の年間生産額146億円増加
1日当りの交流人口2万人増加

　○リニア実験線　延伸工事
　　　　・平成25年（2013年）完成予定　　　　　

リニア中央新幹線 中部横断自動車道

リニア中央新幹線の路線図

（出典：週刊東洋経済）

所要時間

東京-甲府　　15分

東京-名古屋　40分

東京-大阪　　67分

西関東連絡道路

圏央道

大月

双葉

長坂

八王子ＪＣＴ

あきる野ＩＣ～八王子ＪＣＴ
平成19年6月開通
埼玉・鶴ヶ島方面

関越自動車道に接続（直結） あきる野ＩＣ

長野・佐久方面

上信越自動車道に接続

長野・名古屋方面

長野自動車道に接続（直結）

埼玉・花園方面

関越自動車道に接続

六郷

富沢

中部横断

自動車道

御殿場ＪＣＴ

吉原

第２東名自動車道

海老名ＩＣ

中央自動車道

中央自動車道

増穂

甲府

南ｱﾙﾌﾟｽ

富士
吉田

東名高速道路

六郷ＩＣ～富沢ＩＣ

平成20年度着工済

平成29年開通予定

増穂ＩＣ～六郷ＩＣ

平成19年度着工済

平成28年開通予定 八王子ＪＣＴ～海老名ＩＣ

平成24年開通予定

富沢ＩＣ～吉原ＪＣＴ

平成29年開通予定

身延

南部

白根

中部横断

自動車道

中部横断自動車道整備計画
「平成29年度の供用予定に間に合うよう事業を進める」
　（H22.5.27参院国土交通委員会で前原国土交通相答弁）
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ⅣⅣ　中期経営　中期経営計画「未来創造プラン計画「未来創造プラン 20132013」」
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前中期経営計画前中期経営計画‘‘Evolution2010Evolution2010’’の成果と課題の成果と課題

前中計策定当時の環境認識

【あるべき姿】
お客さまから支持され
進化・発展し続ける金融サービス業

［成果］

・新たな営業推進態勢を構築

・ソリューション営業を強化

・西東京地区で法人取引先数が増加

・内部管理態勢の整備が進展

［課題］

・貸出金利息、役務収益等の増強

・事務効率向上による営業への経営資
　 源のシフト

・県内経済の活性化

・西東京地区および郡内地区の更なる
　 営業基盤の拡大

・金融円滑化への取組み

［成果］

・新たな営業推進態勢を構築

・ソリューション営業を強化

・西東京地区で法人取引先数が増加

・内部管理態勢の整備が進展

［課題］

・貸出金利息、役務収益等の増強

・事務効率向上による営業への経営資
　 源のシフト

・県内経済の活性化

・西東京地区および郡内地区の更なる
　 営業基盤の拡大

・金融円滑化への取組み

外部環境の変化外部環境の変化 ・金融経済環境の激変
・ﾒｶﾞﾊﾞﾝｸ、ゆうちょ銀行等競合関係の変化
・人口減少・少子高齢化の進展
・県内事業所数の減少
・環境意識の高まり、社会貢献への要請

　・経済は低成長ながらも安定して推移
　・市場金利は緩やかに上昇

新

中

期

経

営

計

画

新

中

期

経

営

計

画

【基本戦略】
　　個人ソリューション戦略
　　法人ソリューション戦略
　　地域ソリューション戦略

　　 西東京戦略・郡内戦略

【基盤拡充施策】
　　チャネルの拡充
　　ＣＳ基盤の構築　
　　市場運用力の強化　
　　内部管理態勢の強化
　　人材育成

項　目 前中計目標 20/3期 2１/3期 22/3期

コア業務純益 185億円突破 173億円 143億円 129億円

貸出金残高
（期中平残）

15,800億円 14,680億円 15,195億円 14,762億円

預金残高
（期中平残）

23,800億円 23,390億円 23,751億円 24,252億円

役務収益 82億円 71億円 64億円 66億円

ＯＨＲ　※1 50％台 60.31% 65.95% 68.60%

ＲＯＡ　※2 0.7％以上 0.68% 0.55% 0.49%

ＲＯＥ　※3 6.0％以上 3.29% 4.20% 1.88%

自己資本比率

（国内基準）
10.5％以上 13.11% 14.23% 15.14%

不良債権比率 4％台 5.39% 4.24% 4.21%

定量目標と実績
‘ Ｅ ｖ ｏ ｌ ｕ ｔ ｉ ｏ ｎ 2 0 1 0 ’‘ Ｅ ｖ ｏ ｌ ｕ ｔ ｉ ｏ ｎ 2 0 1 0 ’

※1 ＯＨＲ＝経費÷コア業務粗利益
※2 ＲＯＡ＝コア業務純益÷総資産（平残）
※3 ＲＯＥ＝当期純利益÷純資産（平残）
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中期経営計画「未来創造プラン中期経営計画「未来創造プラン ２０１３」２０１３」

【 経営基盤の強化 】

【営業力の強化 】

【 地域社会への貢献 】

③地域特性に応じた地区戦略

基　

本　

戦　

略

基　

本　

戦　

略

①市場運用力の強化

③効率的な業務運営体制の構築

①地域経済の活性化への取組み

③環境問題への取組み

②地域社会貢献への取組み

⑤内部管理態勢の充実

②法人営業基盤拡充戦略①個人営業基盤拡充戦略

②営業店業務プロセス改革

④営業チャネル戦略

④人材の育成と組織の活性化

　～ＣＳとソリューション営業～

コンプライアンス　　　顧客保護

　

地
域
密
着
型
金
融
推
進
へ
の
取
組
み

　

金
融
円
滑
化
へ
の
取
組
み

地域社会の持続的発展に

貢献する銀行

働きがいのある活気

あふれる銀行

高い健全性と低コスト・高収益

体質を兼ね備えた銀行

お客さまから信頼され、

支持される銀行

お客さま 株主地域社会 従業員

地域の皆さまとともに未来を創造する質の高い金融サービス業

経営ビジョン（あるべき姿）経営ビジョン（あるべき姿）

経営理念　「地域密着と健全経営」経営理念　「地域密着と健全経営」

行動指針　：　「感謝・謙虚」、「自信・誇り」、「誠実・清潔」、「挑戦・努力」、「親愛・信頼」行動指針　：　「感謝・謙虚」、「自信・誇り」、「誠実・清潔」、「挑戦・努力」、「親愛・信頼」
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計画期間計画期間

平成２２年４月（２０１０年４月）～平成２５年３月（２０１３年３月）　【３年間】

主要システム
稼動準備 KeyMan　稼動Bank Vision　稼動

平成23年度 平成24年度平成22年度

足足固固めめのの前前半半

飛躍のための先行投資
飛飛躍躍のの後後半半

地
域
の
皆
さ
ま
と
と
も
に
未
来
を
創
造
す
る

質
の
高
い
金
融
サ
ー
ビ
ス
業

収益機会の発掘
営業基盤の強化 成長戦略の展開営業力の強化

営業店業務プロセス改革
事務の合理化・効率化の推進

磐石な経営基盤の構築経営基盤の強化

地域社会への貢献
地域経済活性化への取組み
社会貢献活動の展開

地域社会発展へ寄与

　　　　　　　　　　　　　　　　【【 屈屈 　　　屈　　　屈 　　　伸　　　伸 】】　　　　　　
※「屈屈伸」：囲碁棋士 故藤沢秀行氏の言葉。

高い自己資本比率

山梨県内における
　 稠密な店舗ネットワーク

山梨県内における高い
　 マーケットシェア

西東京地区における
　 店舗網の充実

☆コア業務粗利益の増強
　　　中小企業向け貸出
　　　個人ローン
　　　役務収益

☆市場運用力の強化
☆低コスト体質の実現
☆内部管理態勢の充実

☆中長期的な視野に立っ
　 た地域活性化

当行の強み

当行の課題
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定量目標定量目標

440

412

400

410

420

430

440

450

22/3期 25/3期（目標）

（億円）
項　目

コア業務粗利益 440億円以上 (＋28億円）

コア業務純益 145億円以上 (＋16億円）

貸出金残高
（期中平残）

15,700億円 (＋938億円）

預金残高
（期中平残）

26,000億円 (＋1,748億円）

ＯＨＲ 67%以下

ＲＯＡ 0.5%以上

ＲＯＥ 3.3%以上

自己資本比率
（国内基準）

14%台

不良債権比率   3%台

中計目標（25/3期）

※ カッコは22/3期比

コア業務粗利益

129

145

100

110

120

130

140

150

22/3期 25/3期（目標）

（億円）

コア業務純益

+28
（+6.7％）

+16
（+12.4％）

中計策定の環境認識
・経済は低成長
・現行の金利水準が継続
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営業力の強化　営業力の強化　①個人営業基盤拡充戦略①個人営業基盤拡充戦略

個人セグメント戦略個人セグメント戦略個人セグメント戦略

個人メイン化の推進

個人ローンの拡販強化

資産運用・資産形成商品の販売強化

【最重要テーマ】

重点管理顧客

管理顧客

学生層 プレ社会人層 若年社会人層 壮年社会人層 プレシルバー層 シルバー層

マス顧客

●上級
　　コンサルタント

●ダイレクト
　 マーケティング
　 センター

●インターネット

個人ローン残高（末残）

3,980
3,921 3,871

4,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

20/3 21/3 22/3 25/3

（億円）

目標計数

＋129
（＋3.3%）

●口座作成

●給振指定
●インターネット
　　 バンキング
●クレジットカード
●トクトク倶楽部
●マイカーローン
●401k

●住宅ローン
●教育ローン
●学資保険
●教育積立定期
　 預金
●資産形成商品

●年金予約ｻｰﾋﾞｽ
●資産運用商品

●資産運用商品
●相続対策
●年金指定

個人預金残高（末残）

16,806

17,231
17,468

18,900

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

20/3 21/3 22/3 25/3

（億円）

目標計数

＋1,432
（＋8.1%）

投資信託残高

884

665
823

1,510

0

500

1,000

1,500

2,000

20/3 21/3 22/3 25/3

（億円）

目標計数

＋687
（＋83.4%）

生命保険販売額

52
59

163

180

0

50

100

150

200

20/3 21/3 22/3 25/3

（億円） 目標計数

＋17
（＋10.4%）
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中小企業向け貸出金残高・事業性貸出先数

4,6394,631
4,8784,944

5,143
5,000

10,951

10,446
10,310

10,018

10,319

10,700

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

20/3 20/9 21/3 21/9 22/3 25/3

（億円）

8,500

9,500

10,500

11,500

（先）

中小企業向け貸出金残高（左軸）

事業性貸出先数（右軸）

営業力の強化 ②法人営業基盤拡充戦略

目標計数

＋361
（＋7.8%）

＋381
（＋3.6%）

※中小企業向け貸出金残高は、不動産関連地方公社
等向け貸出を除く。

※事業性貸出先数は、国・地公体・不動産関連地方
公社等を除く。

１．ソリューション営業

２．セグメント別推進

３．地公体取引採算向上

お客さまとの
接点の増加

質の高いコミ
ュニケーション

真のニーズ
把 握

最適なソリュー
ションの提供

事業成長・
拡大の支援

メイン
バンク

■法人取引基盤の拡充（メイン化）

■取引先数・預貸金残高の増加

営 業 店

本 部

連携
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営業力の強化営業力の強化　③地域特性に応じた地区戦略　③地域特性に応じた地区戦略

峡東
ブロック

峡北
ブロック

富士北麓
ブロック峡西南

ブロック

東京
ブロック

西東京
ブロック

中巨摩
ブロック

甲府第２
ブロック

甲府第１
ブロック

東部
ブロック

本店
ブロック

・成熟したマーケット
・シェアは高い

・成熟したマーケット
・シェア拡大の余地有

・マーケットの成長性は高い
・シェア拡大の余地大

● 東京地区
・取引先開拓による運用強化

・山梨県関連企業との取引強化

● 東京地区
・取引先開拓による運用強化

・山梨県関連企業との取引強化

● 郡内地区
経営資源の優先的投下によるシェアアップ及び基盤取引の拡充（メイン化）

● 郡内地区
経営資源の優先的投下によるシェアアップ及び基盤取引の拡充（メイン化）

● 国中地区
経営効率化を図りながら、優良企業の

取引メイン化・深掘り

● 国中地区
経営効率化を図りながら、優良企業の

取引メイン化・深掘り

当行の成長基盤として、積極的な経営資源の投下と効率的な運営
による、「点」から「線・面」への営業基盤の拡大

当行の成長基盤として、積極的な経営資源の投下と効率的な運営
による、「点」から「線・面」への営業基盤の拡大

● 西東京地区● 西東京地区

新たな営業拠点の積極的展開
各店の営業推進態勢の再構築　等

※ 西東京地区･･･荻窪支店（杉並区）以西

ソリューションツールやネットワークを活用した他行優良取引先の奪取
業者対策強化による住宅ローンの増強
ブロック内の各種推進PTの再編・立ち上げによる推進体制の強化
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営業力の強化営業力の強化　　 ③③地域特性に応じた地区戦略　～西東京地区の店舗網～地域特性に応じた地区戦略　～西東京地区の店舗網～

西東京地区マーケットデータ（東京都の市部、西多摩郡及び杉並区）
　　　人 口 ：約４６７万人　　 　製造品出荷額等 ：約５兆６，１７９億円
　　　世 帯 数 ：約２１３万世帯　 住宅着工戸数　　：約４２千戸
　　　事業所数 ：約１４万７千所　 年間商品販売額 ：約８兆７，２５０億円

東京都内店舗 ：１５か店　うち西東京地区：１３か店　

　 多くの営業店は、営業開始から３０年～４０年の歴史を有

し、「地元の金融機関」としてご愛顧いただいております。

西八王子
立川

西国分寺

武蔵小金井

吉祥寺 荻窪

国領

府中

調布
八王子

めじろ台

高尾

新宿
神田

日野

町田

平山城址公園

八王子みなみ野

中河原

羽村

●立川支店

昭和４９年１０月 営業開始

平成１６年８月 現在地へ移転

同店２階にローンスクエア

　　　　　　　　　立川を設置

●八王子支店

昭和４３年３月 営業開始

平成１３年９月 同店２階にローンスクエア

八王子を設置

●めじろ台支店

昭和４５年１０月営業開始

＜みなみ野シティ支店＞

平成９年３月 営業開始

平成１５年１１月 現在地へ移転

●日野支店

昭和５２年４月営業開始

＜羽村支店＞

平成２０年６月営業開始
●国分寺支店

昭和４７年１２月 営業開始

●小金井支店

昭和５２年１１月 営業開始

＜町田支店＞

平成１８年３月
営業開始

＜府中支店＞

平成１９年６月
営業開始

●吉祥寺支店

昭和５１年６月 営業開始

昭和５３年６月 現在地へ移転

●荻窪支店

昭和５０年１０月営業開始

●調布支店

昭和４８年６月営業開始

●新宿支店

昭和４０年３月 営業開始
平成１０年６月 現在地へ移転

●東京支店

明治１０年６月第十国立銀行東京出張所

として営業開始

大正５年７月 現在地へ移転
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711

803

725

886

957

1,039

942

497

793

854 864
835

723

617

855

575
617

541

809
918

1,700

1,140

1,203

1,436

1,378

1,298

1,493

0

200

400

600

800

1,000

1,200

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 25/3

個人ﾛｰﾝ 事業性
貸出金

事業性
貸出先数

貸出金（平残）・事業性貸出先数の状況

営業力の強化営業力の強化 ③③地域特性に応じた地区戦略　～西東京地区の定量目標～地域特性に応じた地区戦略　～西東京地区の定量目標～

目標計数

＋207
（＋13.8%）

＋52
（＋6.4%）

＋109
（＋13.4%）

※ 事業性貸出先数には国、地公体、不動産関連地方公社等を含まない

八王子市内の取引先分布

八王子市

八王子支店２km圏

めじろ台支店２km圏

みなみ野ｼﾃｨ支店２km圏

＜１千万円以上の預金取引先＞

1,700

1,632

1,647
1,656

1,550

1,600

1,650

1,700

20/3 21/3 22/3 25/3

（億円）

個人預金残高（末残）推移

目標計数

＋44
（＋2.6%） 16

5
4

8

0

5

10

15

20/3 21/3 22/3 25/3

（億円）

134

67

51

69

0

50

100

20/3 21/3 22/3 25/3

（億円）

投資信託残高 生命保険販売額

目標計数 目標計数

＋65
（＋94.2%）

＋8
（＋100%）

（億円）
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経営基盤の強化経営基盤の強化【営業店業務プロセス改革】【営業店業務プロセス改革】

 シンプル化

 定着化

 集中化
営業店支援態勢の強化

・本部集中業務の拡大
・本部集中業務に係る事務フローの見直し

 システム化
新たなシステム導入による業務再構築
・新勘定系システム「Bank Vision」への移行による業務再構築
・新融資支援システム「KeyMan」の導入による業務再構築

具体的なアクション（課題への対応）キーワード

事務プロセス等の見直し
・各種事務フローの見直し
・各種帳票類・報告書類の改良・削減

期待効果

●営業店事務の軽量化

●事務リスクの低減

●店舗スペースの確保

●時間外勤務の削減

●コスト圧縮

●新たな企業文化の高揚
合理化・効率化に取組む企業風土の醸成
・合理化・効率化意識向上策の実施
・営業店指導・モニタリング態勢の強化

営業店を「事務処理｣の場から「お客さまとコミュニケーション（営業）｣する場へ
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経営基盤の強化経営基盤の強化【営業店業務プロセス改革】【営業店業務プロセス改革】
　　　　　～　　　　　～新たなシステム導入による業務再構築　［新勘定系システム「新たなシステム導入による業務再構築　［新勘定系システム「Bank VisionBank Vision」」]]～～

経営ビジョンの実現
　 「地域の皆さまとともに未来を創造する
　　　　質の高い金融サービス業」の実現

Bank Vision の導入

Bank Vision の導入により
当行が目指すもの

営業店業務プロセスの簡便
化・ｼｽﾃﾑ化（事務効率化）

高品質のサービスを
お客さまに提供

事務処理時間の削減 営業推進時間の増加

営業基盤の強化・営業力の強化

Bank Vision

・日本ﾕﾆｼｽ社が提供する勘定系システムパッケージ

・既に百五銀行、十八銀行､筑邦銀行、佐賀銀行、紀陽

銀行において稼動済

・今後、当行のほか､鹿児島銀行において稼動予定

新システムは採用行により共同運用
（設置場所：大阪）

採用行の優れた機能の活用が可能

Bank Vision 採用行による
ｼｽﾃﾑ運営共同化
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「共同利用型ＫｅｙＭａｎ」 　　導入における基本的な考え方

鹿児島銀行が導入している融資支援・営
業支援システム等をベースに、当行と鹿児
島銀行、十八銀行の３行が、共同研究に
よりノウハウを結集し、開発する拡張性の
高いシステム

情報の「収集・蓄積」から「集計・活用」
までのフローの確立と、常時モニタリング・
ＰＤＣＡサイクルの定着により、①融資事
務のＢＰＲ、②営業力の強化、③内部統制
の充実を実現

融資事務のBPR 営業力の強化

内部統制の充実

KeyMan
KeyManPersonal KeyMan S

KeyManMonitoring

情報の蓄積・活用

リ
ス
ク
管
理

ス
キ
ル
管
理

業
務
管
理

導入の目的と期待効果

3

共同開発態勢

十八銀行十八銀行鹿児島銀行鹿児島銀行
当　行当　行

共同利用型KeyMan
KeyMan　KeyMan S

KeyManPersonal　KeyManMonitoring

３行の知見の共有、
システム開発の迅速化とコスト軽減

BankVision（共通のｼｽﾃﾑｲﾝﾌﾗ）

3

　　「共同利用型KeyMan」の活用

①融資業務の再構築とマンパワーの創出
②集約した情報の有効活用による営業力
　の強化

経営資源の再配分と情報の有効活用

融資業務の再構築による
マンパワーの創出

円滑な資金供給
成長支援
経営改善支援

営業力の強化

お客さまに関する情報の集約

定量(財務)情報 定性情報

商流(仕入・販売先)情報

経営基盤の強化経営基盤の強化【営業店業務プロセス改革】【営業店業務プロセス改革】
　　　　　～　　　　　～「共同利用型「共同利用型KeyManKeyMan」」の概要～の概要～
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≪KeyManの導入による融資業務
　　　　　　　 プロセス改革≫
○融資業務を網羅的にシステム化
○融資関連情報の一元管理
○業務単位からお客さま単位での
　 業務体系へ変革
○ＰＤＣＡサイクルの定着

≪融資業務のさらなる合理化
　　　　　　　　　・効率化≫
○個人ローンの審査・事務処理
　 の本部集中化
○契約書類作成業務の本部支援

≪明確なセグメント戦略≫
○収益性・成長性・リスク管理
の視点から、事業性貸出先を

　 セグメント
【コア】
　リスク・リターン重視
【マス】

　　コスト・リターン重視

≪営業店融資担当の融資営業
　　　　　　　　へのシフト≫
○現状の融資担当を渉外担当と
　 融資事務担当に分化
　・渉外担当はコアの融資推進
　　 活動に投入
　

≪セグメントに応じた営業の展開≫

融資業務の抜本的な再構築 融資営業態勢の見直し 営業力の強化

当
行
収
益
の
増
強　
　
　
　
　
　
　
　
　

【コア】
・融資ｽｷﾙの高い人材の投入
・事業全般にわたる情報蓄積
・仕入先・販売先などの商流の把握
・企業実態・ニーズの把握
　・情報の共有・本部サポート

○質の高いソリューションの提供
（経営革新・事業承継・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ・M&A）
●経営支援・営業支援

【マス】
・専用の審査とタイムリーな資金供給
　・情報の共有・本部サポート

○質の高いソリューションの提供
●コアへの成長支援

【個人ローン先】
・本部業務支援

●ローンスクエアと連携した業者対策の強化
●住宅ローン肩代り推進強化

成長支援

経営資源の創出と再配分 セグメントに応じた経営資源・情報の活用

足　固　め　の　前　半　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　飛　躍　の　後　半

　　＜現状＞　　　　　　＜変更後＞

融資担当

渉外担当

融資事務担当

コア担当

マス・
個人ﾛｰﾝ先
担当

KeyManPersonalKeyManPersonal

3

お
客
さ
ま
満
足
度
の
向
上

プ
ロ
セ
ス
改
革

合
理
化
・
効
率
化

融
資
業
務
Ｂ
Ｐ
Ｒ

個
社
別
担
当
制

効
率
的
な
活
動
に
よ
る
活
動
量
確
保

KeyMan
KeyMan S
KeyMan

KeyMan S3

〜
貸
出
金
・
資
金
利
益
の
増
加
〜

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ変革に向けた教育

県内企業
の深掘り

西東京の
新規開拓
取引拡大

成長分野
への
アタック

営業活動
を通じた
人材育成

経営基盤の強化経営基盤の強化【営業店業務プロセス改革】　【営業店業務プロセス改革】　
　　　　　　　　 ～～「共同利用型「共同利用型KeyManKeyMan」」による融資業務改革と営業力の強化～による融資業務改革と営業力の強化～

KeyMan
KeyMan S
KeyMan

KeyMan S3
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地域社会への貢献地域社会への貢献　～　～CSRCSRへの取組強化～への取組強化～

環境問題への取組み
●銀行の本来業務を通じた環境ビジネスへ
　 の取組み

●当行自らの環境負荷低減への取組み

●地域社会との連携による環境保全活動へ
　 の積極的・継続的な取組み

地域社会の持続的発展

●地域連携による産業の活性化

●地域づくりへの参画

●行政施策に連動した地域経済活性化支援

地域経済の活性化への取組み

環境配慮型商品

地域社会貢献への取組み
●教育支援

●文化・学術・スポーツ等の振興

●福祉等社会貢献の視点に立った企業活動

バレーボールを通じた　　
県内スポーツ振興への貢献 大学への金融講座開設

太陽光発電装置の設置

「山梨大学発“ビジネスチャンス”
直行便！｣の発行

綿密な商談スケ
ジュールの作成

外部のﾊﾞｲﾔｰから
展示方法等を学ぶ

商談件数1,134件
　

うち成約件数128件
（08.7.9）

「やまなし食のマッチングフェア」の開催

綿密な商談
ｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ

外部のﾊﾞｲﾔｰから
展示方法等を学ぶ

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ会議の開催開催

「山梨物産商談会 IN 香港 2009」の開催

「やまなし食のﾏｯﾁﾝｸﾞﾌｪｱ2009」の実績
　　　　　　（平成22年3月31日現在）
・商談件数　　 　1,383件　
・成約件数　　　　 　135件
・当行新規貸出成約等　36社



本日は、弊行の会社説明会にご参加いただきまして、まことにありがとうございました。

本日の説明内容についてのご照会等は、下記までお願いいたします。

【お問い合わせ窓口】

株式会社　山梨中央銀行

経営企画部　広報CSR室

電話　０５５（２３３）２１１１

E‐mail　kouho@yamanashibank.co.jp

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ　http://www.yamanashibank.co.jp/

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、

リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。




